
（平成２５年２月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 19 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 7008 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成８年６月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年６月から同年 12 月まで 

    私の祖母は、私が 20 歳になった平成６年＊月頃に、私の国民年金の加入

手続を行い、加入手続後の私の国民年金保険料を納付してくれていた。 

    私は、22 歳頃に就職した際に、厚生年金保険に加入していたと思ってい

たが、勤務先は厚生年金保険の未適用事業所であったため、私の祖母が、

後からまとめて私の国民年金保険料を納付してくれた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、20 歳になった平成６年＊月頃に、その祖母が国民年金の加入

手続を行い、加入手続後の国民年金保険料を納付してくれていたと主張し

ているところ、申立人が当時居住していた市の国民年金保険料収滞納一覧

表では、申立期間のうち、８年６月から同年９月までの期間については、

保険料は納付済みであることが確認できる。 

    また、申立期間のうち、平成８年６月から同年９月までの期間について

は、申立人のオンライン記録によると、同年６月に「厚生年金等加入」を

理由として、国民年金の被保険者資格を喪失していることが確認できるも

のの、ⅰ）申立期間当時、申立人が勤務していた事業所は、厚生年金保険

の未適用事業所であったこと、ⅱ）申立人は申立期間に、厚生年金保険や

共済組合等の他の被用者年金制度に加入した形跡もないことから、申立人

が当該期間の国民年金の被保険者資格を喪失する事情はうかがえない。 

    さらに、申立人の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたとす

るその祖母は、国民年金制度発足当時から国民年金に加入し、60 歳に到達



 

  

するまで保険料を全て納付していることから、保険料の納付意識は高かっ

たものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、平成８年 10 月から同年 12 月までの期間につい

ては、申立人が当時居住していた市の国民年金保険料収滞納一覧表による

と、当該期間の国民年金保険料は未納となっていることが確認できる上、

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、

申立人の加入手続を行い、保険料を納付していたとするその祖母は、既に

他界していることから、申立期間当時の国民年金の加入手続及び保険料の

納付状況が不明である。 

    また、申立人が、申立期間のうち、平成８年 10 月から同年 12 月までの

国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

が無く、ほかに当該期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成８年６月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7009 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月から 54 年３月まで 

    私の国民年金の加入手続については、昭和 51 年４月に、私の母親が、区

役所で行った。申立期間の国民年金保険料については、母親が集金人に、

又は金融機関で１か月当たり 3,000 円ぐらいの保険料を納付していたと思

う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間当時居住していた市の国民年金被保険者名簿は破棄され、

国民年金保険料の納付状況は確認できないものの、その後、転居した市の被

保険者名簿によると、申立期間及び昭和 54 年度の保険料については、

「納」と記載されていることが確認できる上、同年度の保険料については、

オンライン記録でも納付済みとなっていることが確認できる。 

   また、申立人の国民年金の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番

号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、

昭和 53 年 12 月と推認でき、その時点で、第３回特例納付の実施期間に該当

し、申立期間は、特例納付及び過年度納付等により保険料を納付することが

可能な期間である。 

   さらに、申立人は、国民年金の住所変更手続を適切に行っていることが年

金手帳により確認できるとともに、申立期間以降は、任意で加入している期

間も含めて、国民年金保険料を全て納付している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年４月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月から同年 11 月まで 

    私は、平成３年６月頃に、国民年金の加入手続及び同年５月から４年３

月までの国民年金保険料の免除の申請を大学生時代に居住していたＡ市の

市役所で行った。私は、その際発行された年金手帳を所持している。 

    申立期間の国民年金保険料は、私が、平成４年 12 月頃に、遡ってまとめ

て納付した。納付した場所については、市役所又は社会保険事務所（当

時）だと思うが、定かではない。 

    母親から、申立期間以降の国民年金保険料を納付するように勧められ、

私は、免除の申請を行った後の時期に、保険料を２回遡ってまとめて納付

したことを憶
おぼ

えているので、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年６月頃に、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の

免除の申請を行ったと主張しているところ、ⅰ）申立人の戸籍の附票により、

申立人は同年同月にＡ市に転入していることが確認できること、ⅱ）申立人

の国民年金手帳記号番号の記号は、当該市を管轄する社会保険事務所のもの

であること、ⅲ）申立人の国民年金の免除の申請日は同年同月 13 日である

ことがオンライン記録により確認できることから、申立人の国民年金の加入

手続は、同年同月と推認されるため、申立人の国民年金の加入手続時期等に

ついての主張と一致する。 

   また、申立人は、国民年金保険料の免除の申請を行った後の時期に、保険

料が未納になっている期間について、２回遡ってまとめて納付したと述べて



 

  

いるところ、オンライン記録において、申立期間直後の平成４年 12 月から

６年２月までの保険料が７年１月に過年度納付されていることが確認できる

ことから、もう１回の過年度納付が申立期間に係るものであったと考えても

不自然ではない。 

   さらに、申立期間以降に国民年金保険料の未納は無く、申立人が、８か月

と短期間である申立期間の保険料を納付しなかったとするのは不自然と考え

られる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8244 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 48 年 11 月 11 日から同年 11 月 13 日までの期間

について、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における厚生年金保険被

保険者の資格取得日は同年 11 月 11 日であると認められることから、当該

期間の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 48 年 11 月 11 日から同年 11 月 13 日まで  

             ② 昭和 50 年３月 31 日から同年４月１日まで 

             ③ 昭和 55 年７月 28 日から同年８月１日まで 

             ④ 昭和 55 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 48 年３月 27 日から 50 年３月 31 日まで、Ａ社でＤ職とし

て継続して勤務していた。申立期間①については、同社本店から同社Ｃ

支店へ転勤しただけなので、厚生年金保険の記録がつながるように、同

社Ｃ支店に係る資格取得日を 48 年 11 月 11 日に訂正してほしい。申立

期間②については、同社に係る退職日が 50 年３月 31 日なので、資格喪

失日を同年４月１日に訂正してほしい。 

    また、昭和 55 年７月 28 日から同年 11 月 30 日まで、Ｅ社（現在は、

Ｆ社）でＧ業務に従事していた。申立期間③については、資格取得日を

同年７月 28 日に訂正してほしい。申立期間④については、退職日が同

年 11 月 30 日なので、資格喪失日を同年 12 月１日に訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｂ社が保管する申立人の人事記録、Ｈ厚生年金基

金の加入記録及び雇用保険の記録によると、申立人が、当該期間において、

Ａ社に継続して勤務（昭和 48 年 11 月 11 日に、同社本店から同社Ｃ支店

に異動）していたことが確認できることから、申立人の同社Ｃ支店に係る

厚生年金保険被保険者の資格取得日は、同年 11 月 11 日であると認められ

る。 

   申立期間②について、申立人は、昭和 50 年３月 31 日までＡ社Ｃ支店に

勤務していたと主張している。 



                      

  

   しかしながら、上記の人事記録及び雇用保険の記録によると、申立人の

退職年月日及び離職日は昭和 50 年３月 30 日となっており、オンライン記

録と符合している上、複数の同僚に照会したものの、申立人の退職日が同

年３月 31 日であったとの供述を得ることはできなかった。 

   また、Ｈ厚生年金基金の加入記録によると、申立人の資格喪失日は昭和

50 年３月 31 日となっており、オンライン記録と一致している。 

   さらに、申立人から提出された昭和 50 年３月分の給料明細書によると、

１か月分の厚生年金保険料を控除されていることが確認できるが、Ｂ社は、

「昭和 50 年３月分の給料明細書で控除している１か月分の保険料は、同

年２月の保険料である。」と回答している。 

   申立期間③について、雇用保険の記録により、申立人が、当該期間にお

いて、Ｅ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、Ｅ社で昭和 55 年中に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した 103 名のうち 98 名の資格取得日が各月の１日付けであるところ、

資格取得日が申立人と同日の同年８月１日である６名のうち、雇用保険の

記録が確認できた５名全員が、同年７月中に雇用保険に加入していること

が確認できることから、申立期間③当時、同社では、入社と同時に厚生年

金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   申立期間④について、申立人は、昭和 55 年 11 月 30 日までＥ社に勤務

していたと主張している。 

   しかしながら、雇用保険の記録によると、申立人の離職日は昭和 55 年

10 月 29 日となっている上、複数の同僚に照会したものの、申立人の退職

日を確認できる具体的な供述等を得ることはできなかった。 

   また、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、複数の

同僚の資格喪失日が、申立人と同様に、各月の末日付けであることが確認

できるところ、これらの同僚に照会したものの、退職月に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる供述及び給

与明細書等の資料を得ることはできなかった。 

   さらに、Ｆ社は、「当時の資料は保管していない。」と回答しており、

申立人に係る給与関係書類等を確認することはできない上、申立人も、申

立期間③及び④における厚生年金保険料の控除について確認できる給与明

細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立期間②から④までにおける厚生年金保険料を控除されて

いたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②から④までに係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8245 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を、昭和 63 年 12 月から平成元年６月までは 41 万円、同年７月か

ら同年 11 月までは 47 万円、同年 12 月から６年 10 月までは 53 万円、同

年 11 月から８年５月までは 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 12 月１日から平成８年６月 30 日まで 

    私は、Ａ社に勤務していた。 

    申立期間の標準報酬月額が、報酬額（給与額）に見合う標準報酬月額

より低くなっている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、昭和 63 年 12 月から平成元年６月までは 41 万円、同年７月から同年

11 月までは 47 万円、同年 12 月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月

から８年５月までは 59 万円とされていたが、同社が厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなった日（平成８年６月 30 日）より後の同年 10 月３

日付けで、昭和 63 年 12 月から平成元年 11 月までは６万 8,000 円、同年

12 月から６年 10 月までは８万円、同年 11 月から８年５月までは９万

2,000 円に引き下げられている上、申立人のほか１名の標準報酬月額につ

いても遡って引き下げられていることが確認できる。 

   また、Ａ社の商業登記簿謄本から、申立人が取締役であったことが確認

できるが、当時の事業主は、「社会保険事務は私が担当していた。当時、

社会保険料の滞納があった。社会保険事務所へ相談に何度か出向き、担当

者から、すぐに納付することができないのであれば、従業員の標準報酬月



                      

  

額を減額訂正して対応することを提案され、了承した。私が一人で社会保

険事務所の担当者と相談して行ったことで、申立人は関与していない。」

と供述していることから、申立人が、当該訂正処理に関与していたとは考

え難い。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、昭和 63 年 12 月から

平成元年６月までは 41 万円、同年７月から同年 11 月までは 47 万円、同

年 12 月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から８年５月までは 59

万円に訂正することが必要と認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 19 年４月１日から 21 年９月１日までの期間につ

いて、申立人の標準報酬月額の記録を、19 年４月から同年８月までは 20

万円、同年９月から 20 年６月までは 19 万円、同年７月から 21 年８月ま

では 22 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成 21 年９月１日から 22 年７月１日までの期間につ

いて、申立人の当該期間における標準報酬月額の記録は事後訂正の結果

22 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

９万 8,000 円とされているが、申立人は、当該期間について、標準報酬月

額 22 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を 22 万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額（９万 8,000 円）に基づく厚生年金保

険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間のうち、平成 19 年 12 月 20 日、20 年７月 20 日、同年 12 月 20

日、21 年７月 20 日及び同年 12 月 20 日に係る標準賞与額について、19 年

12 月 20 日は 19 万 6,000 円、20 年７月 20 日は 40 万 4,000 円、同年 12 月

20 日は 26 万 2,000 円、21 年７月 20 日は 41 万 1,000 円、同年 12 月 20 日

は 25 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 63 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年４月１日から 22 年７月１日まで 

             ② 平成 19 年 12 月 20 日 



                      

  

             ③ 平成 20 年７月 20 日 

             ④ 平成 20 年 12 月 20 日 

             ⑤ 平成 21 年７月 20 日 

             ⑥ 平成 21 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①係る標準報酬月額の記録

が、当時の支給額に見合っていない。また、申立期間②から⑥までの標

準賞与額の記録が無い。給与明細書を提出するので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立てている

が、特例法に基づき標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額、申立人の報酬月額及び賞与額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額及び標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額及び標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

   申立期間①について、当該期間のうち、平成 19 年５月から同年 11 月ま

での期間及び 20 年１月から 22 年６月までの期間の標準報酬月額について

は、申立人が提出した給与明細書において確認できる保険料控除額から、

19 年５月から同年８月までは 20 万円、同年９月から同年 11 月までの期

間、及び 20 年１月から同年６月までの期間は 19 万円、同年７月から 22

年６月までは 22 万円であると認められる。 

   また、当該期間のうち、申立人の給与明細書が無い平成 19 年４月及び

同年 12 月の標準報酬月額については、同年５月、同年 11 月及び 20 年１

月の給与明細書、並びに申立人に係る平成 20 年度市県民税課税照会回答

書に記載されている社会保険料控除額から、19 年４月は 20 万円、同年 12

月は 19 万円であると認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、上記のとおり給与明細書等から確認又は推認できる保険料控除額

に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が、当該期間の全

期間にわたり一致していないことから、事業主は給与明細書等から確認又

は推認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

   申立期間②、③、⑤及び⑥に係る標準賞与額については、申立人が提出

した賞与明細書において確認できる保険料控除額から、平成 19 年 12 月



                      

  

20 日は 19 万 6,000 円、20 年７月 20 日は 40 万 4,000 円、21 年７月 20 日

は 41 万 1,000 円、同年 12 月 20 日は 25 万円であると認められる。 

   また、申立期間④に係る標準賞与額については、申立人に係る平成 21

年度市県民税課税照会回答書に記載されている社会保険料控除額から、26

万 2,000 円であると認められる。 

   なお、事業主が申立人の申立期間②から⑥までの標準賞与額に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主から回答

を得ることができず、このほかにこれを確認できる関係資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8247 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 33 年３月１日から同年６月 13 日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間の船員保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を同年３月１日に、資格喪失日に係る記録を同年

６月 13 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については１万 2,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   申立期間のうち、昭和 33 年６月 13 日から同年９月６日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間の船員保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＣ社における資格取得日に係

る記録を同年６月 13 日に、資格喪失日に係る記録を同年９月６日に訂正

し、当該期間の標準報酬月額については 7,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年３月１日から同年６月 13 日まで 

             ② 昭和 33 年６月 13 日から同年９月６日まで 

             ③ 昭和 45 年６月から同年 12 月まで 

    私は、申立期間①及び②において、船舶Ｄ（Ａ社）及び船舶Ｅ（Ｃ

社）にＦ職として乗船しており、船員手帳に乗船記録が記載されている。 

    また、申立期間③においては、船員手帳は海難事故で紛失したため所

持していないが、船舶Ｇ（Ｈ社）にＦ職として乗船していた。 

    申立期間①から③までの期間において、確かに乗船していたのに船員

保険の被保険者期間となっていないのは納得できない。調査の上、申立

期間①から③までを被保険者期間として認めてほしい。 

 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が所持する船員手帳から、申立人が当該期

間に、Ａ社の船舶ＤにＦ職として乗船していたことが確認できる。 

   また、船舶Ｄの船舶所有者であるＢ社に照会したところ、「申立人は、

申立期間①に船舶Ｄに乗り組んでおり、乗組員は乗船と同時に船員保険に

加入させていた。」と回答している。 

   さらに、船舶Ｄの同僚は、「乗船期間と船員保険の被保険者期間に相違

は無い。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間①に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が所持する船員手帳

に記載されている給料額の記録から、１万 2,000 円とすることが妥当であ

る。 

   なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者

資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務

所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え

難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年

３月から同年５月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

   申立期間②について、申立人が所持する船員手帳から、申立人が当該期

間に、Ｃ社の船舶ＥにＦ職として乗船していたことが確認できる。 

   また、申立期間②当時の船舶Ｅの先任の船長及び機関長は、「乗組員は、

全員が船員保険に加入する取扱いであった。」と供述している。 

   さらに、上記の先任の船長及び機関長は、「船舶Ｅの乗組員は、全員で

24 名ないし 25 名であった。」と供述しているところ、申立期間②当時の

船員保険被保険者名簿から確認できる被保険者数は、24 名ないし 26 名で

あり、おおむね供述と一致することから、船舶Ｅの乗組員のほぼ全ての者

が船員保険の被保険者であったと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間②に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が所持するＣ社にお

ける船員手帳の給料額の記録から、7,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｃ社は既に解散している上、事業主の所在も不明であり、事業主が保



                      

  

険料を納付したか否かについて確認することはできないが、仮に、事業主

から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、

被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機

会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通常の

事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の

得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 33 年６月から同年８月までの保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

   一方、申立期間③について、申立人が「乗船記録が記載されている船員

手帳は海難事故で紛失したが、その記録の控えから転記した。」として提

出した船舶Ｇに係る乗船記録から、申立人が当該期間において、Ｈ社が所

有する船舶Ｇに乗船していたことは推認できる。 

   しかしながら、申立期間③当時、申立人が勤務していたＨ社のあった都

道府県は、Ｉ国の施政下にあり、Ｊ政府施行の船員法第１条に規定する船

員として船舶所有者に使用される者は、Ｊ政府施行の厚生年金保険法の適

用を受け、厚生年金保険の被保険者となるとされていたものの、当該期間

当時、同社が厚生年金保険及び船員保険の適用事業所となった記録は見当

たらず、オンライン記録及び船員保険船舶所有者名簿によると、同社は、

本土復帰時の昭和 47 年５月 15 日に厚生年金保険及び船員保険の適用事業

所となっていることが確認できる。 

   また、Ｈ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立

人が記憶している同僚の所在も確認できず、申立人の当該期間に係る船員

保険の取扱いについて確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間③における船員保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険の被保険者として、Ｈ社における申立期間③に係る船員

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8248 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 19 年９月１日から 21 年９月１日までの期間につ

いて、申立人の標準報酬月額の記録を、19 年９月から 20 年６月までは 15

万円、同年７月及び同年８月は 16 万円、同年９月から 21 年８月までは

17 万円に訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、平成 21 年９月１日から 22 年７月１日までの期間につ

いて、申立人の当該期間における標準報酬月額の記録は事後訂正の結果

18 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

13 万 4,000 円とされているが、申立人は、当該期間について、標準報酬

月額 17 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を 17 万円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額（13 万 4,000 円）に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間のうち、平成 19 年 12 月 20 日、20 年７月 20 日、同年 12 月 20

日、21 年７月 20 日及び同年 12 月 20 日に係る標準賞与額について、19 年

12 月 20 日は 15 万 7,000 円、20 年７月 20 日及び同年 12 月 20 日は 32 万

3,000 円、21 年７月 20 日は 23 万 5,000 円、同年 12 月 20 日は 19 万

6,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年４月１日から 22 年７月１日まで 

             ② 平成 19 年 12 月 20 日 



                      

  

             ③ 平成 20 年７月 20 日 

             ④ 平成 20 年 12 月 20 日 

             ⑤ 平成 21 年７月 20 日 

             ⑥ 平成 21 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①係る厚生年金保険の標準

報酬月額の記録が、当時の支給額に見合っていない。また、申立期間②

から⑥までの標準賞与額の記録が無い。給与明細書を提出するので、調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立てている

が、特例法に基づき標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額、申立人の報酬月額及び賞与額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額及び標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額及び標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

   申立期間①について、当該期間のうち、平成 19 年９月１日から 22 年７

月１日までの期間に係る標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる保険料控除額から、19 年９月から 20 年６月までは 15 万円、同

年７月及び同年８月は 16 万円、同年９月から 22 年６月までは 17 万円で

あると認められる。 

   一方、申立期間①のうち、平成 19 年４月１日から同年９月１日までの

期間に係る標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険

料控除額に基づく標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額と一致

していることから、当該期間について、標準報酬月額に係る記録を訂正す

る必要は認められない。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、給与明細書において確認できる保険料控除額に基づく標準報酬月

額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないこと

から、事業主は給与明細書で確認できる保険料控除額に基づく報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間②から⑥までに係る標準賞与額については、賞与明細書におい

て確認できる保険料控除額から、平成 19 年 12 月 20 日は 15 万 7,000 円、

20 年７月 20 日及び同年 12 月 20 日は 32 万 3,000 円、21 年７月 20 日は

23 万 5,000 円、同年 12 月 20 日は 19 万 6,000 円であると認められる。 



                      

  

   なお、事業主が申立人の申立期間②から⑥までの標準賞与額に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主から回答

を得ることができず、このほかにこれを確認できる関係資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8249 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日、

同年 12 月 17 日、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は 60 万円に、17 年

８月 10 日は 55 万円に、同年 12 月 20 日、18 年８月８日及び同年 12 月 20

日は 50 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①から⑧までに係る標準賞

与額の記録が無い。 

    厚生年金保険料を控除されていたので、調査の上、厚生年金保険の標

準賞与額の記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与



                      

  

から控除されていたことが確認できる。 

   また、申立期間①から⑧までに係る標準賞与額については、賞与支給明

細書における厚生年金保険料控除額から、申立期間①から④までは 60 万

円、申立期間⑤は 55 万円、申立期間⑥から⑧までは 50 万円とすることが

妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、納付したと述べているが、これを確認でき

る資料を保管しておらず、確認することができない上、複数の同僚が申立

期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細書から保険料

の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間において標準賞与額の記録

がある者が存在しないことから、事業主は、社会保険事務所（当時）に対

して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所

は、当該標準賞与額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場

における資格喪失日に係る記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 21 日から同年４月１日まで 

    年金事務所からの連絡により、申立期間に係る厚生年金保険の被保険

者記録が無いことが判明した。当該期間は、Ａ社Ｃ工場が同社Ｄ工場に

統合されたことに伴い転勤した時期だが、同社に継続して勤務していた。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された申立人に係る人

事カード、同社の社史、「Ｃ工場移転によるＣ工場労働組合解散の件」及

び同僚の供述から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 38

年４月１日に、同社Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場におけ

る昭和 38 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円と

することが妥当である。 

   一方、オンライン記録によれば、Ａ社Ｃ工場は、昭和 38 年３月 21 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているものの、上記の社史により、

同社Ｃ工場は同年４月に移転した旨の記載が確認できる上、前述の労働組

合の解散に係る文書により、申立人を含む同社Ｃ工場の 23 名の従業員が



                      

  

同年４月１日付けで同社Ｄ工場労働組合へ編入した旨の記載が確認できる

ことから判断すると、同社Ｃ工場は、申立期間において当時の厚生年金保

険法に定める適用事業所としての要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明としているが、申立期間において適用事

業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認

められることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 19 年１月１日から同年 12 月１日までの期間につ

いて、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間

のうち、同年２月及び同年４月は 30 万円、同年６月は 32 万円、同年７月

は 30 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年１月１日から同年 12 月１日まで 

             ② 平成 18 年７月 31 日 

             ③ 平成 19 年１月 17 日 

             ④ 平成 19 年７月 31 日 

             ⑤ 平成 19 年 12 月 28 日 

    私は、平成 14 年１月 21 日から 20 年５月 20 日までＡ社で勤務してい

た。年金事務所から同僚の賞与の記録が訂正されたという書類が届いた。

賞与を支給された記憶は定かではないが、同社に 19 年分の資料がある

と聞いたので、申立期間②から⑤までの標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

    また、申立期間①の標準報酬月額についても併せて調査し、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬



                      

  

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間①のうち、平成 19 年２月、同年４月、同年６月

及び同年７月の標準報酬月額については、Ａ社が提出した平成 19 年分給

与所得に対する所得税源泉徴収簿において確認できる給与支給総額から、

同年２月及び同年４月は 30 万円、同年６月は 32 万円、同年７月は 30 万

円に訂正することが必要である。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明と回答しており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料等が無いことから

行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①のうち、平成 19 年１月、同年３月、同年５月及び同

年８月から同年 11 月までの標準報酬月額について、上記の所得税源泉徴

収簿から確認又は推認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に基づく

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より低額又は一致してい

ることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

   申立期間②から⑤までについて、Ａ社は、「申立人は正社員ではなかっ

たため、賞与を支給しなかった。」と回答しているところ、上記の所得税

源泉徴収簿によると、申立人は当該期間において賞与を支給されていない。 

   このほか、申立期間②から⑤までについて、申立人が主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた事実を

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②から⑤までについて、申立人が主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日

及び同年 12 月 17 日は 56 万円に、16 年８月 10 日及び同年 12 月 15 日は

60 万円に、17 年８月 10 日は 53 万円に、同年 12 月 20 日、18 年８月８日

及び同年 12 月 20 日は 48 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

             ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年８月 10 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 20 日 

             ⑦ 平成 18 年８月８日 

             ⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①から⑧までについて、支

給された賞与から、厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、

賞与に係る記録が無い。 

    調査の上、厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが確認できる。 

   また、申立期間①から⑧までに係る標準賞与額については、賞与支給明



                      

  

細書における当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、申立期間①及

び②は 56 万円、申立期間③及び④は 60 万円、申立期間⑤は 53 万円、申

立期間⑥から⑧までは 48 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、納付したと述べているが、これを確認でき

る資料を保管しておらず、確認することができない上、複数の同僚が申立

期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細書から保険料

の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間において標準賞与額の記録

がある者が存在しないことから、事業主は、社会保険事務所（当時）に対

して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所

は、当該標準賞与額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日に係る記録を昭和 51 年４月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 14 万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 45 年３月 23 日にＡ社Ｂ支店にＣ職として就職して以来、

平成 20 年３月 31 日に退職するまで同社に継続して勤務していた。厚生

年金保険の被保険者記録を見ると、同社Ｂ支店から同社Ｄ支店へ転勤し

た際の申立期間が被保険者期間となっておらず、納得できない。申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及びＡ社の人事記録により、申立人が同社に継続して勤

務し（昭和 51 年４月１日に、同社Ｂ支店から同社Ｄ支店へ異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 51 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から 14 万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭

和 51 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同

年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年



                      

  

３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8254 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 45 年 11 月 15 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を４万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月 15 日から同年 12 月 16 日まで 

    私は、昭和 44 年２月５日にＡ社へ入社し、途中、子会社へ出向して

いた期間があるものの、平成 14 年３月 31 日まで勤務していたが、申立

期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。調査の上、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の記録及びＡ社の人事記録から判断すると、申立人が

同社に継続して勤務し（昭和 45 年 11 月 15 日に同社Ｃ工場から同社Ｂ工

場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 45 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万 8,000 円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 19 年４月１日から同年８月１日までの期間につ

いて、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については 34 万円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立期間のうち、平成 18 年７月 31 日、19 年１月 17 日、同年７月 31

日及び同年 12 月 28 日について、申立人はその主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における標準賞与額の記録を、18 年７月 31 日

は 11 万円、19 年１月 17 日は 30 万円、同年７月 31 日は 33 万円、同年 12

月 28 日は 35 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年１月１日から同年 12 月１日まで 

             ② 平成 18 年７月 31 日 

             ③ 平成 19 年１月 17 日 

             ④ 平成 19 年７月 31 日 

             ⑤ 平成 19 年 12 月 28 日 

    私は、平成 10 年３月 26 日から 20 年５月 20 日までＡ社で勤務してい

た。年金事務所から同僚の賞与の記録が訂正されたという書類が届いた

ので、資料を探したところ、申立期間③から⑤までに係る賞与支給明細

書が見付かった。同社に 19 年分の資料があると聞いたので、申立期間

②から⑤までの標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

    また、申立期間①の標準報酬月額についても併せて調査し、記録を訂

正してほしい。 



                      

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間①のうち、平成 19 年４月から同年７月までの標

準報酬月額については、Ａ社が提出した平成 19 年分給与所得に対する所

得税源泉徴収簿において確認できる給与支給総額から、34 万円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、申立人の平成 19 年４月から同年７月までの厚生年金保険料の事

業主による納付義務の履行については、事業主は不明と回答しており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料等が無いことから

行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①のうち、平成 19 年１月から同年３月までの期間及び

同年８月から同年 11 月までの期間の標準報酬月額について、上記の所得

税源泉徴収簿から確認又は推認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額

に基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致している

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行

わない。 

   申立期間②から⑤までについて、Ａ社の回答及びＢ市が発行した平成

18 年分の住民税課税状況回答書から、申立人は、申立期間②においてそ

の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められ、申立人が所持する賞与支給明細書から、申

立人は、申立期間③から⑤までにおいてその主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準賞与額については、上記の賞与支給明細書及び住

民税課税状況回答書から確認又は推認できる賞与支給総額又は保険料控除

額から、申立期間②は 11 万円、申立期間③は 30 万円、申立期間④は 33

万円、申立期間⑤は 35 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間②から⑤までに係る厚生年金保険料を



                      

  

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、当該期間に係る厚

生年金保険料を納付していないと回答していることから、社会保険事務所

は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8256 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格喪

失日に係る記録を昭和 35 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月 30 日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 27 年４月から平成元年３月まで継続してＡ社に勤務して

いたが、厚生年金保険の記録によると、申立期間が厚生年金保険の被保

険者期間となっていない。調査の上、申立期間を被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録、Ａ社提出の人事記録及び同僚が所持

する職員名簿から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和

35 年５月１日に、同社Ｂ事業所から同社Ｃ事業所に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける昭和 35 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を

昭和 35 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

同年４月 30 日と誤って記録することは考え難い上、異動した同僚 20 名全

員について被保険者期間に欠落が見られることから、事業主が同日を資格



                      

  

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8257 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 45 年 11 月 15 日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月 15 日から同年 12 月 16 日まで 

    私は、昭和 42 年５月２日にＡ社へ入社し、58 年９月 20 日まで勤務

していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の記録及びＡ社の人事記録から判断すると、申立人が

同社に継続して勤務し（昭和 45 年 11 月 15 日に同社Ｃ工場から同社Ｂ工

場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 45 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8258 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 43 年３月１日から同年４月１日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生

年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を同年４月１日に訂正し、同年

３月の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立期間のうち、昭和 45 年 10 月 31 日から同年 11 月１日までの期間に

ついて、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金

保険被保険者資格の喪失日に係る記録を同年 11 月１日に訂正し、同年 10

月の標準報酬月額を４万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年３月１日から同年４月１日まで 

             ② 昭和 45 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

    私は、Ａ社に継続して勤務していたが、申立期間①及び②が厚生年金

保険の被保険者期間となっていない。 

    調査の上、申立期間①及び②を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録によると、申立人はＡ社Ｂ支店に

おいて、昭和 43 年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同

社Ｃ営業所の新規適用日である同年４月１日に同社Ｃ営業所の被保険者資

格を取得しており、当該期間が被保険者期間となっていない。 

   しかしながら、雇用保険の加入記録、Ａ社が保管している申立人に係る



                      

  

社員カード、従業員名簿及び申立人の供述から、申立人が当該期間及びそ

の前の期間において、同社Ｃ営業所に継続して勤務していたことが認めら

れる。 

   また、申立人と同様に当該期間においてＡ社Ｃ営業所に継続して勤務し

ていた複数の同僚は、同社Ｃ営業所の新規適用日である昭和 43 年４月１

日に被保険者資格を取得するまで同社Ｂ支店に係る被保険者となっており、

被保険者期間に欠落は無い。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 43 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円と

することが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから行ったとは認められない。 

   申立期間②について、雇用保険の加入記録、上記社員カード及び従業員

名簿から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社から同社Ｄ営

業所に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、申立人と同日にＡ社Ｄ営業所に異動したと述

べている同僚の記録から、昭和 45 年 11 月１日とすることが妥当である。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

45 年９月の社会保険事務所の記録から、４万 8,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、届出の誤りを認めていることから、事業主

から社会保険事務所の記録どおりの届出が行われ、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 45 年 10 月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8259 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日

は 30 万円に、同年 12 月 17 日は 33 万円に、16 年８月 10 日は 40 万円に

訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

             ② 平成 15 年 12 月 17 日 

             ③ 平成 16 年８月 10 日 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①から③までについて、支

給された賞与から厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、賞

与に係る記録が無い。 

    調査の上、厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが確認できる。 

   また、申立期間①から③までに係る標準賞与額については、賞与支給明

細書における当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、申立期間①は

30 万円、申立期間②は 33 万円、申立期間③は 40 万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、納付したと述べているが、これを確認でき

る資料を保管しておらず、確認することができない上、複数の同僚が申立



                      

  

期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細書から保険料

の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間において標準賞与額の記録

がある者が存在しないことから、事業主は、社会保険事務所（当時）に対

して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所

は、当該標準賞与額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。

 



 

  

神奈川国民年金 事案 7011 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年６月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年６月から 52 年 12 月まで 

    私は、結婚を契機に国民年金に加入しようと思って、入籍後の昭和 52 年

頃に区役所で夫婦一緒に国民年金の加入手続をしたところ、区役所の職員

から、「20 歳まで遡って国民年金保険料を納付した方が、満額の年金が受

給できるので得です。」と勧められたので、後日、区役所で夫婦二人分の

20 歳からの保険料を一括して納付した。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚を契機に入籍日以後の昭和 52 年頃に、夫婦で一緒に区役所

で国民年金の加入手続を行い、それぞれ 20 歳まで遡って国民年金保険料を一

括して納付したと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の

国民年金の加入手続は、55 年３月に行われたものと推認でき、申立内容とは

相違するものの、その時期は、第３回特例納付の実施期間中であり、申立期

間の保険料は、第３回特例納付等により納付することが可能な期間ではある。

しかし、申立人が述べている、その際に夫婦二人分の保険料として一括して

納付したとする金額は、実際に当該期間の保険料を第３回特例納付等により

納付した場合の金額と大きく乖
かい

離している。 

   また、国民年金被保険者台帳では、昭和 53 年 1 月から 55 年３月までの期

間について、国民年金保険料が過年度納付によって納付済みとなっており、

国民年金被保険者収滞納一覧表等から、申立期間の保険料が納付された可能

性も精査したが、その形跡はうかがえず、上記の資料等の納付記録に不自然

な点は見当たらないことから、行政側に不適切な事務処理があったとも考え



 

  

にくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7012 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年６月から 63 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年６月から 63 年４月まで 

    私の国民年金の加入手続については誰が行ったか分からないが、私の母

親は、20 歳から加入していた私の年金手帳を所持していた。 

    昭和 63 年５月に結婚後、私の夫が、当時勤めていた会社に私の第３号被

保険者資格の届出を行い、その会社から母が所持していた年金手帳とは別

の私の年金手帳を受け取ってくれ、現在、私はその年金手帳のみを所持し

ている。 

    その後、私の 20 歳からの国民年金保険料の未納分の納付書が自宅に届い

たので、夫が、私の母親が所持していた年金手帳を持って、昭和 63 年５月

か同年６月頃に社会保険事務所（当時）で、その未納分の保険料として 10

万円ぐらいを納付してくれた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63 年５月又は同年６月頃にその夫が申立人の 20 歳からの

未納分の国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得

日から、申立人の国民年金の加入手続時期は平成２年 11 月又は同年 12 月と

推認できるため、その時点において、申立期間は時効で保険料を納付するこ

とができない期間である。 

   また、申立人は、自身が現在所持する年金手帳とは別に、婚姻前にその母

親が所持していたとする年金手帳により、その夫が申立期間の国民年金保険

料を納付したと主張しているが、当該期間の前後を通じて同一区内に居住し

ていた申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが



 

  

わせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 

   さらに、申立人とその夫は、その夫が昭和 63 年５月に当時勤めていた会社

に申立人の第３号被保険者の届出を行い、申立人が現在所持している年金手

帳を渡されたと述べているが、オンライン記録によると、申立人の第３号被

保険者資格の届出処理日は平成３年１月８日となっていることが確認できる

ことから、申立内容と一致しない。 

   加えて、申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7013 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年４月から 52 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月から 52 年 12 月まで 

    私は、結婚を契機に国民年金に加入しようと思って、入籍後の昭和 52 年

頃に区役所で夫婦一緒に国民年金の加入手続をしたところ、区役所の職員

から、「20 歳まで遡って国民年金保険料を納付した方が、満額の年金が受

給できるので得です。」と勧められたので、後日、区役所で夫婦二人分の

20 歳からの保険料を一括して納付した。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚を契機に入籍日以後の昭和 52 年頃に、夫婦で一緒に区役所

で国民年金の加入手続を行い、それぞれ 20 歳まで遡って国民年金保険料を

一括して納付したと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の前

後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人

の国民年金の加入手続は、55 年３月に行われたものと推認でき、申立内容と

は相違するものの、その時期は、第３回特例納付の実施期間中であり、申立

期間の保険料は、第３回特例納付等により納付することが可能な期間ではあ

る。しかし、申立人が述べている、その際に夫婦二人分の保険料として一括

して納付したとする金額は、実際に当該期間の保険料を第３回特例納付等に

より納付した場合の金額と大きく乖
かい

離している。 

   また、国民年金被保険者台帳では、昭和 53 年 1 月から 55 年３月までの期

間について、国民年金保険料が過年度納付によって納付済みとなっており、

国民年金被保険者収滞納一覧表等から、申立期間の保険料が納付された可能

性も精査したが、その形跡はうかがえず、上記の資料等の納付記録に不自然

な点は見当たらないことから、行政側に不適切な事務処理があったとも考え



 

  

にくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7014 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年９月及び９年１月から同年３月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年９月 

             ② 平成９年１月から同年３月まで 

    私は、平成８年９月に会社を退職し、同年 10 月から９年１月まで海外留

学をするに当たり、当時居住していた区の区役所で国民年金の納付につい

て相談を行ったが、その時には国民年金の加入手続は行わず、同年同月に

海外から帰国した時に、国民年金に再加入する手続を同区役所で行った。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料については、海外から帰国して１年

ぐらいたった頃、１か月当たり１万 3,300 円の保険料の納付書が４か月分

自宅に届いたため、コンビニエンスストアで、私が遡ってまとめて時効の

直前に納付した。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、コンビニエンスス

トアで、１か月当たり１万 3,300 円の保険料を遡ってまとめて納付したと主

張しているが、ⅰ）コンビニエンスストアで保険料を納付することができる

ようになったのは、平成 16 年２月以降に発行された納付書による納付から

であること、ⅱ）保険料が月額１万 3,300 円であったのは、申立期間後の平

成 10 年度から 16 年度までの間であったことから、申立内容と一致しない。 

   また、申立期間の国民年金保険料の納付時期については、申立人の主張に

よれば平成 10 年 1 月以降とのことであるが、当該納付時期は、９年１月の

基礎年金番号の導入後の期間であり、基礎年金番号に基づき保険料の収納事

務の電算化が図られていた状況下において、申立期間の記録管理が適切に行



 

  

われていなかったとは考えにくい。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7015 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年９月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年９月から平成３年３月まで 

    私は、20 歳になった昭和 62 年＊月に、実家のあるＡ市、又はその当時

居住していたＢ市で国民年金の加入手続を行った。 

    加入手続後の国民年金保険料は、詳しい納付場所は憶
おぼ

えていないが、当

時居住していたＢ市内で、私が毎年前納により納付していた。 

    申立期間が国民年金に未加入で、国民年金保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 62 年＊月に国民年金の加入手続を行い、加

入手続後の国民年金保険料は自身で毎年前納していたと主張しているが、申

立人は、その加入手続の場所や保険料の納付場所をはっきり記憶していない

など、当該期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明であ

る上、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金手

帳記号番号の前後の番号が付与された第１号被保険者の被保険者資格の取得

日等から、平成３年４月又は同年５月であると推認されるため、申立内容と

一致しない。 

   また、申立人は申立期間当時学生であり、国民年金に加入するには、制度

上、任意加入することになるが、申立人が当該期間当時居住していた市の平

成３年５月時点の「平成２年度国民年金収滞納一覧表」によると、申立人は

平成２年４月から３年３月まで国民年金に未加入と記載されており、オンラ

イン記録においても、同年同月以前に国民年金の被保険者資格を取得した記

録は確認できないことから、当該期間は未加入期間であり、国民年金保険料

を納付することができない期間である。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するには、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されていることをうかがわせる事情は見当たらず、その形

跡も無い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 7016 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月から 58 年３月まで 

    私は、私の母親が昭和 53 年４月頃に市役所で私の国民年金の加入手続を

行ったと思う。 

    申立期間の国民年金保険料については、保険料額の記憶は無いが、私は、

保険料額分を母親に渡していたので、母親がそれを集金人に納付していた

のではないかと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時の国民年金の加入手続及び当該期間の国民年金保

険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、保

険料を納付していたとするその母親は既に他界しており、証言を得ることが

できないため、当該期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が

不明である。 

   また、申立人は、昭和 53 年４月頃に、その母親が市役所で申立人の国民年

金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料については、その母親が、

集金人に納付していたと主張しているが、申立人の国民年金の加入手続時期

は、申立人が当該期間当時居住していた市の国民年金被保険者名簿に記載さ

れた「資格取得届の受付日」から、59 年３月 26 日と確認できることから、

その時点において、当該期間の大半の期間は時効により保険料を納付するこ

とができない期間であり、当該期間の保険料を納付するためには、別の手帳

記号番号が払い出されている必要があるが、当該期間の前後を通じて同一市

内に居住していた申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8260 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 45 年 12 月から 46 年３月まで 

    私は、昭和 45 年 12 月にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社に入社し、１週

間から 10 日間程度の研修の後、同社Ｄ支店に配属され、46 年３月まで

Ｅ職として勤務していた。しかし、厚生年金保険の記録では、同社に係

る被保険者記録が無い。調査の上、申立期間を被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、Ａ社でＥ職として勤務していたと主張し

ている。 

   しかしながら、申立人は、Ａ社において雇用保険の被保険者となってお

らず、複数の同僚に照会したものの、申立人が、申立期間において同社に

勤務していたとの具体的な供述等を得ることはできなかった。 

   また、Ｆ健康保険組合は、「保存期間経過のため、資料が無い。」と回

答している。 

   さらに、Ｂ社は、「Ｅ職には、職員登用される前に、厚生年金保険に加

入させない研修期間が、数箇月あった。」と回答しているところ、申立人

と同様に、Ｅ職であった複数の同僚が、「入社から職員登用されるまでの

期間の年金記録は無いが試用期間であり、当該期間において、厚生年金保

険だけでなく、その他の社会保険も未加入で、保険料は控除されていなか

った。」、「Ｅ職は、入社してから３、４か月勤めなければ、厚生年金保

険に加入できない規則があった。」と回答している。 

   加えて、Ｂ社は、「申立人に係る資料は保管されていない。」と回答し

ており、申立人に係る人事記録及び給与関係書類等を確認することはでき



                      

  

ない上、申立人も、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除

をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8261（事案 5473 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年３月１日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 43 年６月 21 日から同年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 44 年７月 12 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 41 年３月１日にＡ社に入社した。それにもかかわらず、

厚生年金保険の被保険者資格取得日が同年７月１日になっているので、

申立期間①を厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

    また、前回、昭和 42 年７月 31 日から 43 年 10 月１日まで、Ｂ社に継

続して勤務していたと申し立てたところ、42 年７月 31 日から 43 年６

月 21 日までの期間の記録訂正は認められたが、申立期間②についての

記録訂正は認められなかった。私は同年９月 30 日まで継続して勤務し

ており、納得がいかないので、新たな資料や情報は無いが、前回認めら

れなかった期間である申立期間②を再度審議し、厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

    さらに、前回、昭和 44 年５月１日から同年９月１日まで、Ｃ社に継

続して勤務していたと申し立てたところ、同年５月１日から同年７月

12 日までの期間の記録訂正は認められたが、申立期間③についての記

録訂正は認められなかった。私は同年８月 31 日まで継続して勤務して

おり、納得がいかないので、新たな資料や情報は無いが、前回認められ

なかった期間である申立期間③を再度審議し、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②及び③については、申立人の保険料控除に係る証言が得られ

ないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成 23 年４月６日付け



                      

  

で年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、今回の再申立てに当たり、新たな資料を提出すること無く、

「申立期間②はＢ社に、申立期間③はＣ社にそれぞれ継続して勤務してい

たので、申立期間②及び③を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。」との従来の主張を繰り返しているが、これは委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が、申立期間②

及び③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 

   申立期間①について、申立人は申立期間①のＡ社における業務内容等に

ついて詳細に記憶していることから、申立期間①において、申立人が同社

に勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人と同

様に昭和 41 年７月１日に被保険者資格を取得している者は４名確認でき

るが、これらの者から申立人に係る証言を得られない上、同社は既に解散

しており、当時の事業主についても、所在不明のため照会できないことか

ら、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認する

ことができない。 

   また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳

記号番号払出簿において、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日は、

いずれも昭和 41 年７月１日となっていることが確認でき、オンライン記

録と一致する。 

   なお、申立人は、口頭意見陳述において、Ｂ社の取引先であるＤ社（現

在は、Ｅ社）が保管していた昭和 42 年の買掛金に係る資料を提出してい

るが、当該資料では、申立人の保険料控除について確認することができな

い上、当該資料は、申立期間①の後のものである。 

   このほか、申立人は、申立期間①において厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持し

ておらず、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8262 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年 10 月 18 日から平成４年８月 21 日まで 

    私は、昭和 62 年 10 月 18 日から平成４年８月 20 日までＡ社に勤務し

ていた。入社当初の給料月額は約 50 万円、３年目以降は、約 70 万円を

受け取っていたと記憶しており、厚生年金保険の標準報酬月額が実際の

報酬に比べて低く記録されているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額が、実際の報酬に比べて低く記録さ

れていると主張している。 

   しかしながら、Ａ社の元事業主は、申立人の申立期間に係る給与額や厚

生年金保険料の控除額が分かる賃金台帳等の資料を保管していない上、申

立期間当時、同社の総務及び経理事務を担当していた元取締役は、既に死

亡していることから、申立人の申立期間における標準報酬月額及び保険料

控除額について確認することができない。 

   また、Ａ社は、平成５年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっており、申立期間当時の申立人の保険料控除について確認するこ

とができない上、申立人も、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる給与明細書等の資料を所持していな

い。 

   さらに、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、オンライ

ン記録において、遡及訂正などの不自然な処理が行われた形跡は見当た

らない。 

   このほか、申立期間に申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年



                      

  

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

  



                      

  

神奈川厚生年金 事案 8263 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年３月 16 日から 42 年３月 26 日まで 

             ② 昭和 42 年４月 17 日から 44 年９月１日まで 

    年金事務所の回答によると、Ａ社及びＢ社に勤務した期間について、

脱退手当金を支給した記録になっている。 

    Ｂ社は、結婚のために退職したが、脱退手当金を請求したことも受給

したことも記憶に無い。調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係るＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、Ａ社及びＢ社

の厚生年金保険被保険者期間 41 か月を計算の基礎とした申立期間の脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、同社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日から約４か月後の昭和 44 年 12 月 22 日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

   なお、申立人は、Ｂ社に勤務した期間のうち、同社がＣ厚生年金基金に

加入した時点の昭和 44 年７月１日から同年９月１日まで、同厚生年金基

金に加入し、企業年金連合会から当該期間の老齢年金を受給していること

を申立ての根拠の一つとしているところ、企業年金連合会は、「厚生年金

保険の脱退に伴う厚生年金基金の中途脱退者について、連合会規約では厚

生年金基金の老齢年金の支給停止の規約を設けておらず、厚生年金保険の

脱退手当金が支給された者に対しても、厚生年金基金の１か月以上の加入

期間があれば厚生年金基金の老齢年金は支給される。」と回答している。 


